
183

札幌大学総合論叢　第 32 号（2011 年 10 月）

〈研究ノート〉

道内私大の＜体育会系＞就職
―卒業生調査の結果から―

束　原　文　郎

１　問題の所在

　遅ればせながら道内の大学にも「スポーツ」がつく学部，学科，コースが乱立するよう

になってきた（表 1）。既に大野（2009）が明らかにしたように，少子化，大学設置規制

緩和（1991）といったわが国の大学を取り巻く社会環境の変化が，多くの大学とりわけ中

小私大の学生確保戦略の中にスポーツを位置づけさせた1。結果として，近年，広義のスポー

ツ科学を専攻する学生は増加していると考えられる。

表 1　道内大学における健康・スポーツ関連カリキュラムの現状†

　1　大野貴司（2009）経済・経営系学部におけるスポーツマネジメント教育の現状と課題（日本スポーツ
マネジメント学会第 1 回大会シンポジウム「スポーツマネジメント教育の現状と課題」 口頭発表）。スポー
ツマネジメント研究（2），pp.113-115｡

†：各大学ＨＰから筆者作成（参照日：2011 年 7 月 13 日）。
††：ＨＥのみ国立大学法人。他は私学。
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　こうした健康・スポーツ科学専攻学生の増加は，単に健康・スポーツ科学の流布を意味

し，したがって健康・スポーツ関係者が手放しで喜ぶべき事態といえるであろうか。おそ

らくそうではない。学生確保に健康・スポーツ関連カリキュラムを用意することは，スポー

ツ推薦や特待制度を利用して入学した学生の集中（＝他学生からの隔離）を意味する場合

もある 2。学生確保に鎬を削らなければならなくなった大学は，健康・スポーツ関連カリ

キュラムの設置と同時にスポーツ推薦枠や特待生枠を増やす傾向にあり，すなわち課外活

動の強化とセットで募集力を高めようとする傾向が生じているものと推察できる。このよ

うな力学の末，従来は大学に入らなかったような学力の持ち主，かつ，従来はスポーツ推

薦の枠にも当たらなかったような競技力の持ち主が大学生として一定の割合を占めるよう

になってきたのである。

　こういった内外の環境変化は大学にいくつかの新たな課題を生じさせる。本稿に関連の

あるところでいえば，①修学上の特別な配慮・支援 3，②スポーツ活動の充実，③就職活

動のための特別な配慮・支援等があげられよう。特に③の出口に関する課題は，それで評

価される大学にとっても，それが確保されることでパフォーマンスを安定・向上させるこ

とができる学生アスリートにとっても，極めて重要なアジェンダとなる。

　大野（2009）も指摘したことではあるが，こうした変化により入学してきた学生たちは

学業よりもむしろ競技生活の充実や延長を期待している。端的に言えば，学力はもちろん，

学業への動機付けもスポーツ選手として生活していけるほどの競技力も持たず，それでい

てそのままでは自力で就職口を見つける能力を持たない学生たちを社会に軟着陸させる仕

組みが求められるようになってきたと言える。

　2　筆者は，2008 年 10 月〜 2009 年 1 月の間，日本スポーツマネジメント学会「スポーツマネジメントカ
リキュラム全国調査プロジェクト」のプロジェクトメンバーとして北海道地区のフィールドワークを担
当した。こうした認識は，その調査中に得られたものである。

　3　長倉（2011）など，アメリカに複数の先進事例がある。NCAA の発展と無関係ではないであろう。
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２　研究の目的

2.1　先行研究の検討

　ところが，こうした重要性にもかかわらず，関係諸分野は＜体育会系＞の就職につい

て主題的に論じることが少なかった。例えば，大学から労働への移行（transition）につ

いては労働経済学，教育社会学の分野に蓄積があるが（太田，1999；黒澤・玄田，2001），

大学での課外活動，わけてもスポーツ活動との関連から実証的になされた議論は限定さ

れる。最も近い研究を概観しても，①就職に限定してクラブ活動の効果を計量的に測定

し，文化系よりスポーツ系が望ましい就職を達成しがちであること（梅崎，2004）や，②

文学部女子に限定すれば，クラブ活動への参加が正規就労や賃金を上昇させること（原ら，

2004），③大卒典型雇用者のうち三年間定着を予想する者は，クラブやサークルに「まあ

熱心」［＝中程度 ※筆者注］に関わった者である（小杉ら，2007）といった結果にとどまる。

　他方，運動・スポーツ部活動については，体育・スポーツ社会学のスポーツ社会化論と

いう理論文脈のなかで，適応を促進するシステムとして積極的に論じられてきた。だが，

学校への適応について一定の研究蓄積を残したものの，労働への適応（就職・定着）に対

してはほとんど語られていない 4。

　そこで筆者は，予てから「学校制度に組み込まれた運動・スポーツ系クラブ（部）活動

に組織的・継続的に参加した学生」を＜体育会系＞と定義し，＜体育会系＞に独特な就職

現象について主題的に言及してきた。例えばわが国には＜体育会系＞が他に比して就職に

有利とされる共通感覚が存在することを指摘し，それが大正中期から末期にかけて大手企

業の間に徐々に醸成され，昭和初期には有用な人材の代表例として認識されるまでに至っ

たことを，当時のビジネス雑誌『実業之日本』の言説を分析することで明らかにした（束原，

2011［近刊］）5。また，時代は下るが 80 年代末期から 90 年代にかけても＜体育会系＞就

職をめぐる共通感覚は存続していることを確認した上で，背景には学歴社会批判から指定

校制・推薦制が撤廃され，自由公募制が導入された当時，大学生たちはＯＢリクルーター

に取り入る戦略の一つとして＜体育会系＞であることをアピールしたこと，それによって

　4　清水ら（2010）は，複数の大学レスリング部にたいして実施した就職状況調査の結果を報告している。
半構造化インタビューを用いてアスリート学生（本稿で言うところの＜体育会系＞）の困難な状況を記
述し，彼らに対する就職支援システムの必要性を説いている。その他，近年，直接的に検証を重ねてき
たのは筆者 1 人であると言っていい（束原，2008；2011）｡

　5　束原文郎（2011）＜体育会系＞就職の起源，スポーツ産業学研究 24（2）（近刊）。
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＜体育会系＞就職をめぐる言説が再生産された可能性が示唆されることを，論文・雑誌記

事のレビュー・分析を通じて指摘してきた（束原，2008）6。

2.2　目的

　しかしながら，これらの研究は，大学でのスポーツ活動と労働への適応との関係を推測

するには有効だが，＜体育会系＞独特の就職経路やＯＢとのインフォーマルな関わり，そ

して中央と地方の異同や中小私大における適用可能性について議論できない点で不十分と

いえよう。本稿は，こうした状況に鑑み，（1）＜体育会系＞であることが初職の就労状況

にいかなる影響を与えるのか，（2）（1）の結果はどのような事情・理由によるのか，とい

う 2 つの問いに，本学卒業生へのアンケート調査の分析によって回答を試みるものである。

2.3　大卒就職研究における本稿の位置づけ

　それでは，こうした問題設定は，大学から労働への移行研究の文脈においては，どのよ

うに位置づけられるのであろうか。もとより極めて多数かつ多岐に渡る先行研究をここで

網羅的に整理することは筆者の能力と本稿の守備範囲を著しく超える。そのため，教育社

会学分野の大卒就職研究の概括的レビューである平沢（2005）7 を検討し，本稿のとる分

析枠組やその背景となる理論的立場を明確にしておきたい。

　平沢は，70 篇（書籍，書籍の一部，論文，雑誌記事等）にも上る大学から職業への移

行研究をレビューし，従属変数（被説明変数）と主な独立変数（説明変数），また調査対象，

調査単位によってそれらを以下の 4 つのタイプに分類している（表 2）8。こうした基準で

振り返ると，本稿の掲げた検証課題は（1）初職の「志望順位」，「企業規模」，「勤続年数」，「就

職活動の程度」といった初職や就職に至る経路を従属変数とし，＜体育会系＞であるか否

かを主要な独立変数として仮定するものになる。＜体育会系＞であるか否かは大学教育の

内容あるいはそこで提供された活動ととらえられるため，本稿はＡとＤの折衷的な研究と

位置づけられる。

　6　束原文郎（2008）＜体育会系＞ 神話に関する予備的考察 ― ＜体育会系＞と ＜仕事＞に関する実証研
究に向けて―。札幌大学総合論叢（26），pp.21-34。

　7　平沢和司（2005）大学から職業への移行に関する社会学的研究の今日的課題。日本労働研究雑誌（542），
pp.29-37。

　8　平沢（2005）前掲論文，p.30。
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表 2　平沢（2005）による「大卒就職に関する研究枠組」の分類

　本章冒頭でも指摘したことであるが，そもそもこうした大学－企業間の対応関係を検証

する研究群において，独立変数に課外活動，とりわけ運動・スポーツ活動への関わりを真

正面からとらえた研究は希有である。一企業におけるスポーツ活動と昇進の関係を分析し

た研究もあるが 9，入職や定着に関するものは見られない。したがって，本稿が示すデータは，

大学での組織的運動・スポーツ活動と企業との対応関係を考察する際の基礎資料として希

少価値を有すると主張できる。

　次に，大学から職業への移行研究において用いられてきた理論的な説明形式を検討しよ

う。これらの研究においては，「大学の入試難易度」と「企業規模」や「企業内での昇進」

の間に一定の対応関係があることが繰り返し検証されてきたが，それがなぜ現象するのか

については，可能的な説明形式が複数存在する。平沢（2005）によれば，それは 6 通りほ

どに分類される（表 3）。例えば，「なぜ大企業は偏差値の高い大学の卒業生を雇用するのか」

という問いに対し，Ⅰ：訓練可能性説では，「難易度の高い大学の学生ほど，入社後の訓

練費用が安いから」と回答し，Ⅱ：人的資本論・技術的機能主義では「難易度の高い大学

ほど職務で必要とされる技能を高める教育をしているから」と回答する。以下，Ⅲ〜Ⅵま

での説明形式も含め，全ての理論に基づいて検証が繰り返されてきた。したがって，本稿

ではこれらの説明形式を利用する形で，独立変数である「入試難易度の高い大学卒業生で

あること」を「＜体育会系＞であること」に置き換えて，すなわち，＜体育会系＞－企業

の対応関係に置き換えて検証することが望ましいと考えられる。これらの説明形式は，先

　9　大竹 文雄，佐々木 勝（2009）スポーツ活動と昇進｡ 日本労働研究雑誌 No. 587，pp.62-89｡

†：表左のアルファベット（Ａ〜Ｄ）は筆者による。
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に掲げた 2 つの問いのうち後者：なぜ＜体育会系＞と企業との間に何らかの対応関係が生

じるのかについて検討する際に参照されることになる。

表 3　平沢（2005）による「大学−企業間に生じる対応関係の説明形式」の分類

　なお，教育社会学的な大卒就職研究のなかで，これら 6 つの説明形式のうちどれがもっ

とも大学－企業間の対応関係を説明しうるかについては，未だに定説はない。しかしなが

ら，「大学での（広い意味での教育）活動」によって大学－企業の対応関係が説明される

という仮定に基づかなければ，本研究の検証課題は成立しない。ゆえに本稿は，Ⅵ：レリ

バンス論から引き出される仮説の一部を検証していることになることに自覚的であらねば

ならない。

３　方法

　本稿は，（1）＜体育会系＞であることが初職の就労状況にいかなる影響を与えるのか，（2）

（1）の結果はどのような事情・理由によるのか，という 2 つの問いにたいし，本学の卒業

生を対象に実施したアンケート調査の分析によって探索的かつ仮説生成的に回答を試みる。

（1）については大学公認学生組織（学生自治会，体育連合会）において運動・スポーツ活

動に従事した学生を＜体育会系＞として抽出し，その特徴を他と比較する。実際には平均

値の比較（ｔ検定）やクロス集計（χ2 検定）を用いて記述的な分析を行う。（2）は「企

業規模」「初職満足度」「初職在職期間」を従属変数とし，これらに対して＜体育会系＞で

あることが持つ効果を推定する。＜体育会系＞であることが他の独立変数を統制しても効

果を維持できるのか，多変量解析を用いて検証したい。

　アンケート調査の質問項目は，ⅰ）「性」・「年代」といった基本属性，ⅱ）大学での「専

攻」や「Ａの比率」，「取得資格の個数」といった大学での正課教育の内容，ⅲ）「部・サー
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クル活動の種類（種目）」や「活動頻度」，「熱心さ」といった正課外活動の内容，ⅳ）「職

種」や「従業員規模」，そして「在職期間」などを含めた初職・現職の状況，ⅴ）「学校求

人の利用」，「インターネットその他のメディアの求人情報」，クラブ関係もしくはその他

の「ＯＢ・ＯＧの利用」といった初職・現職の入職経路，ⅵ）「年収」や「職務満足」といっ

た現在の職業生活，ⅶ）本人中三時の「家計」や「教育熱心さ」，主たる家計支持者の「職

業」や「最終学歴」といった保護者の状況，である。本稿では，その一部を使用する。

　卒業生名簿は本学の協力を得て提供された。バブル経済下の状況から 2000 年代前半

の就職氷河期の変化を捉えるべく，90 年〜 08 年の卒業生を対象に候補 2,500 を抽出し

た。その際，予め記録されていた課外活動の状況（部，サークル活動への参加の有無）を

手がかりに，ちょうど課外活動参加者：不参加者の割合が 1：1 となるようにした。その

後，重複や海外からの留学生等を除き，配布実数 2,485，回収 323（内訳は下記），回収率

13.0％（有効票は分析により異なる）であった。

　サンプルの属性は表 4，5 の通りである。ここで注意すべきなのは，回答傾向として 90

年代前半に入職時期を迎えた人が多く含まれていることである。年齢は，新卒時の採用環

境の他，年収，在職期間等に大きく影響してしまう変数となる。従って，以下の知見はそ

うした留保をつけて解釈しなければならない。

表 4　サンプルの特徴 1（性・学部別内訳）
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表 5　サンプルの特徴 2（体育会系／非体育会系・年代別内訳）

４　結果

　体育会系と非体育会系において差異が存在すると考えられる項目について，クロス集計

（χ 2 検定）および平均値の比較（t 検定）を行った（表 6 〜 16）。その結果，以下のこと

が明らかとなった。

表 6　在学時の状況 1（「Ａ」の比率，修得単位数，資格の数，ロールモデルとの出会い）

表 7：在学時の状況 2（大学での受賞歴）

大学での
受賞歴なし

大学での
受賞歴あり

合計
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表 8　入職時の状況 1（新卒時エントリー（登録），新卒時筆記試験，新卒時面接試験（役

　　　員以外），新卒時役員面接，新卒時内定，新卒時面会したOB・OG，初職就活満足度）

表 9　入職時の状況 2（正規／非正規）

表 10　入職時の状況 3（初職志望順位）

†正規：経営者・役員，民間企業・団体の正規職員，公務員，自営業主・自由業者
††非正規：家族従業者，臨時雇用・パート・アルバイト，派遣社員・契約社員・嘱託

新卒時エントリー
（登録）

新卒時筆記試験

新卒時面接試験
（役員以外）

新卒時役員面接

新卒時内定

新卒時面会した
OB・OG

初職就活満足度

19.00

15.18

11.61

6.10

7.82

4.71

2.29

2.66

1.99

1.42

1.16

1.74

1.07

0.95

正規／非正規

正規†
（自営・公務員含む）

非正規††
（家事含む）

合計
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表 11　入職時の状況 4（初職職種）

表 12　入職時の状況 5（初職従業員数）

表 13　入職時の状況 6（初職在職期間，勤務社数）

初職従業員数

30人以下

30-299人

300人以上

その他
（公務員含む）

合計

2.80

4.65

2.92

2.43

2.649

4.465

1.383

-2.810 **

2.264 *
1.156
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表 14　現在の状況 1（年収）

表 15　出身家庭の状況 1（主たる家計支持者の最終学歴）

表 16　出身家庭の状況 2（中 3時の家庭環境）
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①体育会系は非体育会系に比べ，「A」の比率が有意に低い。

②体育会系が獲得する単位数は他と変わらない。

③取得する資格の数も他と大差ない。

④体育会系は人生を左右するようなロールモデルとの遭遇率が他に比して若干高い。

⑤体育会系は大学時代何らかの賞を経験する可能性が他に比して有意に高い。

⑥入職時おける就活の満足度は，体育会系の方が若干高い傾向がある。

⑦体育会系は，他に比して有意に新卒時の志望を叶えやすい。

⑧体育会系は，他に比して有意に勤務先を変えにくい。

⑨体育会系は，初職にとどまる期間が他に比して有意に長い。

⑩体育会系は，他に比して有意に多い年収を得る。

⑪体育会系の家庭環境は，教育熱心さや裕福さ，家計支持者の最終学歴において他と大

差ない。

　以上から，現象として，＜体育会系＞は成績が悪くても望ましい就職を叶えやすく，ま

た，労働への適応を果たしていることが暫定的に示された。

５　議論とまとめ

　最後に，こうした結果の背後にある構造を考察すべく多変量解析（重回帰分析）の手続

きを経た。問い（2），なぜ（1）のような結果になるのかへの回答を検討するためである。

相関分析で「相関あり」とされた「初職志望順位」，「初職在職期間」，「年収」を従属変数

とし，「優の比率」や「資格の数」，「就職活動」，「出身家庭の環境」といった諸変数とと

もに < 体育会系 > を独立変数として投入する重回帰分析を行った。その結果，直接的に

影響を及ぼしていると考えられたのは，「初職在職期間」のみであった（表 17）。

表 17　初職在職期間を従属変数とした重回帰分析

FIV度容許分部偏差誤差偏準標B

(定数)

1.497

1.426

1.184

1.092

0.668

0.701

0.845

0.915

0.292

-0.221

0.301

-0.315

0.353

-0.274

0.362

-0.376

0.041

0.117

0.036

0.028

2.131

-1.612

2.194

-2.294

0.358

-0.264

0.327

-0.329

1.198

0.594

1.076

0.597

2.554

0.0023.2881.6925.565

-0.958

2.36

-1.369

女性

資格の数

体育会系

中３の時家庭は教育熱心

R R2 乗
調整済み

R2 乗

標準偏差推定

値の誤差
R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2

有意確率 F

変化量

0.631 0.399 0.305 2.98 -0.014 0.764 1 31 0.389

標準化されていない係数 共線性の統計量相関標準化係数

ベータ
t 値 有意確率
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　< 体育会系 > であることは，「初職在職期間」を延長する効果を持つ。このことは，昨

今取り沙汰される「七五三離職 10」に悩む企業にとって，積極採用のインセンティブとなる。

前章の検討で企業の優良性を示す「従業員規模」については差異が見られなかったことか

ら，< 体育会系 > はどんな企業に入っても長続きする，と解釈できそうである。

　これを踏まえて初発の問題意識に戻るならば，新しい < 体育会系 > で入学定員を確保

する手前，彼らの就職を支援しなければならないような大学は，< 体育会系 > の初職在

職期間が長いという事実をもっと強調しても良いと言えよう。また逆に考えると，なぜか

学業成績や就職活動が低調でも志望順位の高い企業に就職を果たし，粘り強く活躍する <

体育会系 > を取ることは，底辺大学にとっては有効な経営手法になる可能性がある。依

然としてなぜ < 体育会系 > が粘り強いかは分からないが，本稿の限界であるとともに今

後の課題としたい。

　なお，回収目標の 500 サンプルに届かなかったことを調査手法における反省として明記

しておきたい。このことは，統計的な処理を行う上でも知見の一般性を確保する意味でも

極めて遺憾であった。こうした量的調査の成否は結局のところ，サンプルの妥当性に帰す。

今回のサンプル数の少なさや偏りの発生に関しては，筆者の力量不足によるところが大き

く，改めて今後の調査手法および方針を見直す機会となった。繰り返しになるが，本稿の

データは一般化が難しい，留保付きのものであることを強調しておく。しかしながら，デー

タの公表と若干の考察により，後進の研究の足がかりとなる可能性が担保される。そうし

た企図が果たされるなら，本稿が編まれた意義も幾ばくかはあろう。
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